
357

大阪市立大学大学院看護学研究科
責任著者連絡先〒5450051 大阪市阿倍野区旭町
1517
大阪市立大学大学院看護学研究科 横山美江

357第69巻 日本公衛誌 第 5 号2022年 5 月15日

2022 Japanese Society of Public Health

原 著

継続支援システムを取り入れた自治体における保健師の母子保健活動へ

の認識の変化フィンランドのネウボラの基盤システムの導入
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目的 本研究では，フィンランドの基盤のシステムである就学前のすべての子どもをもつ家族を担

当保健師が継続して支援するシステムを導入した自治体において，システム導入前と導入後の

保健師の母子保健活動に対する認識の変化について分析することを目的とした。

方法 データ収集期間は，2020年 9 月から10月であった。データ収集は，インタビューガイドに基

づいた半構造化面接によるフォーカスグループインタビューを実施した。本研究は，大阪市立

大学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認を得て実施した。

結果 研究参加者は，12人であった。担当保健師が継続して支援するシステムを導入する前の保健

師の母子保健活動に関する認識として 4 つのカテゴリーが抽出され，導入後の認識としては 8

つのカテゴリーを抽出した。担当保健師による継続支援システムを導入する前から，保健師は

【ハイリスクケースを中心とした継続的な対応】を行い，【対象者のリスクに注力】しながら活

動していたものの，【ハイリスクケース以外の対象者への点での関りによるその場しのぎの対

応】にならざるを得ない状況で，【積極的に対象者に介入することに躊躇】していた。しかし

ながら，担当保健師による継続支援システムの導入後，担当保健師としてハイリスクケース以

外の家族に対しても【継続支援による信頼関係から生じる対象者の変化に応じた対応】ができ

るようになり，【対象者の些細な変化への気づき】もできるようになっていた。そのため，【担

当保健師として積極的に対応】し，【早期からの継続的な予防的介入】が可能になったと認識

していた。保健師は，【対象者への直接的な支援の増加による忙しさ】を感じつつも，【児の成

長や育児スキルの上達への喜びを母親と共感】し，【保健師として喜びとやりがい】を感じな

がら，【保健師（専門職）としてのスキルアップ】の必要性も強く認識していることが明らか

となった。

結論 本研究結果より，担当保健師による継続支援システムを導入することにより，保健師がハイ

リスクケース以外の家族に対しても積極的に関わることができ，早期からの予防的介入ができ

る可能性が高いことが示された。また，保健師としての喜びややりがいを高めることができる

ことも示され，保健師としてのスキルアップの必要性も強く認識していることが明らかとなっ

た。
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 緒 言

近年，晩婚化，未婚率の上昇とともに少子化が進

行し，育児の孤立化，子どもの貧困，健康格差など

母子保健を取り巻く環境が大きく変化してい

る1～5)。健やか親子21では，「すべての子どもが健

やかに育つ社会」を目指して，「切れ目のない妊産

婦・乳幼児への保健対策」が基盤課題の 1 つとして

掲げられている6)。この切れ目のない支援について

は，フィンランドのネウボラがモデルになったと言

われている7)。

ネウボラは，フィンランドにおける母子保健サー

ビスを提供する場のことであり，保健師が常駐して

いる。フィンランドの母子保健制度では，担当保健
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師による継続支援を基盤のシステムとしている8)。

ネウボラでは，地域に在住するすべての子どもをも

つ家族を担当保健師が妊娠期から子どもの就学前ま

で継続して支援している8,9)。このような継続支援

において，子どもと家族の健康を促進し，モニタリ

ングすること，できるだけ早い段階で支援のニーズ

を特定して必要な支援を早期に提供し，対象者が適

切な検査や情報提供を受けることができるようにす

ることを目的に，健康診査や家庭訪問などのサービ

スが提供されている。こうした継続支援により，問

題の早期発見，予防，早期支援につなげており9)，

高い効果を上げている10～13)。

一方，我が国の保健師活動でも，地区担当制，業

務分担制，あるいは地区担当制と業務分担制を相互

に連動しながら活動する重層型のシステムの中で，

地域に密着しながら活動してきた7)。多くの自治体

の保健師は，妊娠期から母子健康手帳交付時に面接

を行うなど，支援の必要なケースの特定に力を注

ぎ，かつ特定妊婦や要支援家庭への支援を実施する

などハイリスクケースに重点をおいて活動してい

る14～16)。また，乳幼児健康診査（以下乳幼児健

診），新生児訪問，および乳児家庭全戸訪問事業等

のポピュレーションアプローチが実施されているも

のの，担当保健師による就学前のすべての子どもを

もつ家族を対象とした継続支援を実施している自治

体はほとんどない8)。

このような日本の母子保健サービスを利用する母

親とフィンランドの母子保健サービスを利用する母

親の健康状態を比較した研究では，フィンランドの

母親の方が日本の母親に比べ主観的健康感がよいこ

とが報告されている17)。しかしながら，フィンラン

ドのネウボラが基盤としている担当保健師による継

続支援システムが，保健師の母子保健活動への認識

にどのように影響するのかは国内外においても明ら

かにされていない。そこで，本研究では，就学前の

すべての子どもをもつ家族に対し担当保健師が継続

支援するシステムを導入した自治体において，シス

テム導入前と導入後の保健師の母子保健活動に対す

る認識の変化について分析・検討することを目的と

した。

 研 究 方 法

. 用語の定義

1) 担当保健師

本研究では，地区担当保健師としてそれぞれの担

当地区に在住する妊産婦および就学前までの乳幼児

をもつ家族を基本として担当しつつ，地区ごとの出

生数のばらつきを調整するため，担当地区以外の対

象者も担当する保健師を担当保健師と定義した。

2) 継続支援

継続支援とは，妊婦面接時から担当保健師を周知

し，母子健康手帳に担当保健師名を記載し，妊婦面

接時においても可能な限り担当ケースと顔合わせを

し，妊娠中の両親教室においても担当ケースの面談

を実施し，出産後も担当ケースの新生児訪問を実施

し，さらに 7 か月児相談，1 歳 6 か月児健診，なら

びに 3 歳児健診の個別面談などにおいても担当保健

師が個別面談を継続的に支援することと定義した。

なお，継続支援システムとは，継続支援の制度を意

味する。

. 研究デザイン

本研究では，担当保健師の継続支援システムを取

り入れた自治体における保健師の母子保健活動に対

する認識の変化を分析するため，半構造化面接法に

よるフォーカスグループインタビューを実施し，質

的記述的に分析した18,19)。

. 研究対象とした自治体の概要

すべての子どもをもつ家族に対して担当保健師に

よる継続支援システムを導入した島田市を研究対象

自治体とした。島田市では，地区担当制と業務分担

制を併用する重層型の活動システムをとっており，

母子保健を担当する課では全体の業務量の80が母

子保健業務である。島田市の保健師は23人で，6 課

に分散配置されている。このうち，母子保健を担当

する課における保健師数は，12人であった。島田市

における2018年の出生数は655人であり，年々減少

傾向にある。一方，家庭児童相談室への児童虐待相

談件数は年々増加している状況であった。母子保健

を担当する課においても，飛び込み出産などの緊急

対応ケースやハイリスク家庭への支援が増えてい

た20)。

ハイリスク家庭への対応に追われるため，比較的

リスク要因が少ないケースには目が行き届かず，問

題が表面化した時には大きな問題となるといった悪

循環も生じていた。さらに，ハイリスク家庭への対

応に偏ることにより，保健師の訪問を拒む，居留守

を使う，電話に出ないなどの家庭もあった。そのた

め，ケース会議は支援方法の検討の場ではなく，ど

のように会うかを検討する場になり，これに時間を

浪費する状況にあった20)。

島田市の保健師は，これまでもハイリスク家庭と

の関わりの中で，妊娠期に信頼関係を築いた母親

が，出産後も妊娠期に関わった保健師を頼って相談

に来ることを経験していた。そのため，妊娠期から

担当保健師が継続して関わるフィンランドの「ネウ

ボラ」が基盤としているシステムへの転換を目指
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表 研究参加者の概要

n＝12

項 目 n ()

性別 女性 10(83.3)

男性 2(16.7)

年齢 20歳代 5(41.7)

30歳代 2(16.7)

40歳代 2(16.7)

50歳代 3(25.0)

保健師経験年数（年) Mean±SD 13.8±12.3

range 135

5 年未満 5(41.7)

510年 0(0.0)

1120年 4(33.3)

21年以上 3(25.0)

看護師経験 有 5(41.7)

無 7(58.3)
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し，母子保健の再構築を行った。そして，担当保健

師の継続支援システムを2019年度から導入した20)。

なお，島田市において2018年度までの母子保健事業

は，ハイリスクケース以外は担当保健師に関係な

く，事業担当保健師がフォローや対応を行ってお

り，新生児訪問も嘱託の保健師あるいは助産師が実

施していた。一方，2019年度からは，すべての就学

前の子どもをもつ家族に担当保健師の継続支援がで

きるように，担当保健師が妊婦面接では可能な限り

担当ケースと顔合わせをし，両親教室において担当

保健師との面談を実施し，出産後も新生児訪問を実

施し，7 か月児相談，1 歳 6 か月児健診，ならびに

3 歳児健診の個別面談などにおいて担当保健師が継

続支援している20)。

. 研究参加候補者

研究参加候補者は，上記島田市において母子保健

を担当し，継続支援を担当する保健師12人とした。

なお，島田市の母子保健を担当する課は，継続支援

システムを構築するにあたり，課に所属する保健師

全員で話し合いを繰り返し，自由にそれぞれの意見

を発言できる環境が醸成されている。

. データ収集と分析方法

データ収集期間は，2020年 9 月から10月である。

対象者の職場でプライバシーの守れる環境におい

て，インタビューガイドに基づいた半構造化面接に

よるフォーカスグループインタビューを実施した。

1 グループ 3 人のフォーカスグループインタビュー

を合計 4 回実施した。本研究では，研究目的に焦点

を当てた質問内容で構成されるインタビューガイド

を作成し，自治体の新規母子保健事業の開発に携

わった経験のある保健師 1 人に試験的インタビュー

を実施し，その結果を踏まえ，著者ら 3 人の研究者

でインタビューガイドにおける内容のコンセンサス

を得た。インタビューガイドの内容は，本システム

導入前と導入後における保健師自身の母子保健活動

に関する認識，ならびに児童虐待予防における保健

師活動と属性（性別，年齢（年代），保健師経験年

数，看護師経験の有無）などを聞き取った。

録音した面接の全内容の逐語録を作成し，データ

とした。インタビューを担当した 3 人の研究者で，

逐語録の内，保健師の母子保健活動に対する認識の

変化が読み取れる文脈を単位として，抽出コードと

した。コードは可能なかぎり，研究参加者の言葉を

使用した。1 つのコードを他のコードと照らし合わ

せて，相違点，共通点について比較しながら分類

し，まとまったサブカテゴリー群ごとに内容を表す

名前を付けカテゴリーとした。サブカテゴリー化，

カテゴリー化に際しては，コードさらには，適宜，

逐語録に戻り内容の確認をし，分類，命名を吟味し

再考した。この間，認証性を確保するために，研究

会議の開催を重ね，研究者間で意見の一致をみるま

で，検討を繰り返した。また，メンバーチェックを

受けて確実性を高めた21)。

. 倫理的配慮

対象となる自治体の所属長へ本研究の目的と方法

について依頼文を用いて説明し，研究参加の同意を

得た後，研究参加候補者に研究の目的，グループイ

ンタビューの方法，意義，研究参加への任意性，中

途辞退の権利，プライバシーの保護，個人情報の保

護，得られた情報を本研究以外の目的で使用しない

こと，研究結果や学会誌等の公表，その他倫理的配

慮，守秘義務（参加者同士の守秘も含む）などにつ

いて事前に文書で送付し，その後口頭で説明し，同

意書に署名を得た。グループインタビュー実施時に

は，グループ全員の許可を得て IC レコーダーに録

音した。なお，グループインタビュー開始時に，話

したくないことがあれば発言する必要はないことを

伝えた。本研究は，大阪市立大学大学院看護学研究

科倫理審査委員会（第202022 号，承認2020年 7

月30日）の承認を得て実施した。

 研 究 結 果

. 研究参加者の概要

研究参加者は，20歳代から50歳代の女性10人，男

性 2 人で，計12人であった。行政機関における実務

経験年数は，1 年から35年（平均13.8年）であった。

そのうち，5 人が看護師経験を有していた（表 1）。
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表 担当保健師による継続支援システム導入前の保健師の母子保健活動に対する認識

カテゴリー サブカテゴリー コ ー ド

ハイリスクケー

スを中心とした

継続的な対応

支援が必要なケースには

継続的に関わってきた

支援が必要な方には，同じ保健師が関わっていた

とくに妊娠期から継続的な支援が必要なケースは，今までも保健師が関

わっていた

今までもハイリスクの家庭から，保健師を指名しての連絡はあった

ハイリスクケースに対す

る継続支援の考え方や対

応は変わっていない

虐待のリスクがある人の訪問や電話については，もともとすごく行って

おり，今と変わった感じはない

要対協のケースやハイリスクの人に対しては，今までと考え方や対応は

変わってはいない

事業ごとに担当した保健

師同士の連携があった

リスクのある人には，赤ちゃん訪問に行った人が次の 7 か月児相談に来

たときも対応していた

（同じ人が対応できなくても）7 か月児相談で何かちょっとあると，赤

ちゃん訪問に行った人に情報収集をしていた

ハイリスクケー

ス以外の対象者

への点での関わ

りによるその場

しのぎの対応

ハイリスクケース以外の

対象者との関わりはその

時々だけの点での関わり

だった

7 か月児相談はランダムに面談に入り，赤ちゃん訪問とのつながりはな

かった

今までは，ハイリスクのケース以外は事業ごとの点で会う関わりだった

ハイリスクケース以外の多くの対象者は場面場面でしか会わなかった

母親も初対面のため緊張して健診等に来ていた

事業で会う対象者にはそ

の場しのぎの対応であっ

た

事業ごとに会う母親に対しては，その場しのぎの対応であることが多

かった

事業内であまりじっくり母親と話す時間を設けていなかった

積極的に対象者

に介入すること

に躊躇

対象者との関わりを悩ん

でいた

初対面の対象にどこまで突っ込んで話をしてよいのかなと思っていた

自分が短い時間でどこまで介入してよいのかなというのは，すごく悩ん

でいた

対象者が見えづらく，介

入することに躊躇してい

た

保健師から電話をかけることに抵抗があった

どのような母親か思い出せず，びくびくしながら電話をかけていた

気になる母親でも介入に少し躊躇してしまう部分があった

気になる対象者がいて

も，自ら積極的に動かな

かった

気になる母親には事業担当が電話をしていた

少し気になったくらいでは動かず，連絡したり声をかけたりすることは

なかった

対象者のリスク

に注力

ハイリスクケースは，時

間との闘いで動いていた

ハイリスクケースは時間との闘いであり，（わかった時点で）早く対応

しなくてはと動いていた

ハイリスクに関しては処遇を決め，その時に電話する，訪問するなどこ

れまでも積極的に動いていた

保健師が気づかない対象

者には予防的なアプロー

チができていなかった

こちらが気づかない方たちに関しては深いアプローチはできていなかった

問題が起きてから知るなど，予防的には関われていなかった

とくに問題なければ「問題ないご家庭」というような捉え方をしていた

対象者のリスクや心配な

部分ばかりを見ていた

健診などでもハイリスクに該当する項目ばかりに注目しがちで，何度も

確認する形で質問していた

虐待リスク項目や，対象者が「何か心配なことないかな」というところ

を中心に見ていた
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フォーカスグループインタビューは，1 人につき

1 回の参加とし，フォーカスグループインタビュー

の時間は，最短49分から最長73分で，平均65分で

あった。

. インタビュー内容の分析

担当保健師が継続して支援するシステムを導入す

る前の保健師の母子保健活動に関する認識として，

11のサブカテゴリーと 4 つのカテゴリーが抽出され
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表 担当保健師による継続支援システム導入後の保健師の母子保健活動に対する認識（その 1)

カテゴリー サブカテゴリー コ ー ド

継続支援による

信頼関係から生

じる対象者の変

化に応じた対応

継続して関わることによ

り，信頼関係ができ，対

応しやすくなる

同じ人に継続して関われたことで信頼関係が作れた

対象者の声掛けの仕方や，次に会うときの対応方法などを考えるように

なった

妊娠期より連絡をとっているので産後も話しやすい

信頼関係を作っていきながら，アドバイスを行うなど母親の良いところ

を見つけている

継続支援によるより親身

になった関わりができる

前に対応した際に認識していた課題を踏まえることができ，介入しやす

くなる

母親が（訪問の際に）言っていたことを覚えており，より親身になって

相談に乗ることができる

（電話の際も）対象者が結びつくため，話がしっかりとできる

個別性をより具体的に意

識できるようになった

対象者の個別性を踏まえた声掛けができるようになった

対象者の考えていることを意識して関われるようになった

対象者の些細な

変化への気づき

継続して関わることによ

り，対象者の状況を比較

できる

赤ちゃん訪問の時のストレス状況などを踏まえ，7 か月児相談の様子と

の比較ができる

それぞれの事業において担当が継続支援できるため，対象者の様子を比

較することができる

顔色や声の口調，トーン

などで母親の些細な変化

に気づく

保健師が母親の顔色や声の口調，トーン（の変化），電話の声などの変

化に気づけるようになった

母親の些細な変化がわかりやすくなった

担当保健師とし

ての積極的な対

応

対象者との信頼関係がで

きているため，積極的に

関われるようになった

母子手帳（交付）の時に会えた方は「その時に担当した保健師です」と

話せることで関わりやすい

前よりも信頼関係ができているおかげで，母親も保健師側も積極的にコ

ンタクトを取りやすくなった

定期的に電話などで「不安とか困りごとないですか」などと連絡しやす

くなった

自分のケースという自覚

があるからこそ積極性が

生まれた

自分のケースについて現状を把握でき，積極的に電話連絡や訪問するよ

うになった

継続支援が必要な方ではなくても，担当だから少し気になれば，こまめ

に訪問，電話や声かけすることが増えた

保健師が皆，ハイリスクかどうかに関わらず，すべてのケースに意識的

にかかわるようになった

もう少しすべての母親と

密に関われる機会を持ち

たい

短いスパンで関われると，よりポピュレーションのところでも，母親と

の良好な関係を作れる

数が多いので全員に頻繁に訪問やサポートするのは難しいが，ハイリス

クでない方にももう少し密にかかわれるとよい

電話や会える機会があると，本当に担当としてつながれていると実感する
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た。さらに，担当保健師が継続して支援するシステ

ムの導入後の保健師の母子保健活動に関する認識と

しては，23のサブカテゴリーと 8 つのカテゴリーを

抽出した。以下，研究参加者が語った保健師の母子

保健活動に関する認識について，カテゴリーを

【 】，サブカテゴリーを〈 〉で示す。

1) 担当保健師による継続支援システム導入前の

保健師の母子保健活動に対する認識

表 2 に示すように，本システムを導入する前か

ら，〈支援が必要なケースには継続的に関わって〉

おり，ハイリスクケースに対しては〈事業ごとに担

当した保健師同士の連携があった〉ことも示され，

【ハイリスクケースを中心とした継続的な対応】が

なされていた。
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表 担当保健師による継続支援システム導入後の保健師の母子保健活動に対する認識（その 2)

カテゴリー サブカテゴリー コ ー ド

早期からの継続

的な予防的介入

早い段階から対象者と継

続的につながることがで

きる

（コロナ禍で）電話に感謝をされたり，継続して電話をすることでつな

がるきっかけになる

妊婦に電話をするようになり，これまで出産まで会えなかったと思う対

象に面談ができている

「生まれる前に 1 回お会いしましたよね」と産後に話せるため，妊娠期

から関われて良い

これまでアプローチがで

きていなかった母親や児

に対応できている

アプローチが必要ないと思っていた方からも担当保健師に電話が入るよ

うになった

不安を感じていた母親に対応できているところが以前と変わった

担当の児には予防的にアプローチできている

ハイリスクになる前に介

入できている

蓋を開けてびっくりってことがない，その前段階から（母親の変化に）

気づけるようになった

担当保健師が赤ちゃん訪問などで話をじっくり聞き，早めのサポートや

相談につなげることができているので，ハイリスクとしてあがってくる

ことが減少している

担当保健師と話す中で，

母親の不安が解消される

「育児楽しくない」に丸をつけた母親が「よく話を聞いてもらってるので

大丈夫です」と，面談の中で不安が解消されているという経験があった

○○さんに話をよく聞いてもらってるので大丈夫ですと言ってくれる

困ったことがあれば母親

から早めに連絡が入るよ

うになった

赤ちゃん訪問に行く前に，「困った」という連絡が母親のほうから早め

に入ることがある

困ったとき，問題が大きくなる前に母親からの早期の連絡が入るように

なり，予防につながっている

今までは全然連絡もなかったような方でも，気軽に電話をかけてくれる

ことが確実に増えている

通常のケースへの丁寧な

関わりが虐待予防につな

がる

毎朝のカンファレンスで「担当で連絡入れてフォローします」という報

告が増えた

とくに異常なしだった子でも，健診と健診の間に連絡しようなどの意識

が予防につながっている
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しかし，ハイリスクケース以外の対象者には〈事

業で会う対象者にはその場しのぎの対応であった〉

というように，【ハイリスクケース以外の対象者へ

の点での関わりによるその場しのぎの対応】になら

ざる得ない状況であったことが語られていた。その

ため，〈対象者との関わりを悩ん〉でおり，保健師

は【積極的に対象者に介入することに躊躇】してい

た。このような状況のなか，保健師は〈ハイリスク

ケースは時間との闘いで動いて〉おり，【対象者の

リスクに注力】しながら活動を展開していた。

2) 担当保健師による継続支援システム導入後の

保健師の母子保健活動に対する認識

本システムの導入後，表 3 に示すように，保健師

はすべての対象者に対して〈継続支援によるより親

身になった関わりができ〉，〈個別性をより具体的に

認識できるようにな〉っており，【継続支援による

信頼関係から生じる対象者の変化に応じた対応】が

できるようになっていた。さらに，〈継続して関わ

ることにより，対象者の状況を比較できる〉ため，

【対象者の些細な変化への気づき】を得ることがで

きるようになっていた。また，保健師は〈もう少し

すべての母親と密に関われる機会を持ちたい〉と希

望し，【担当保健師としての積極的な対応】に意欲

を示していた。

本システムを導入後，保健師は〈ハイリスクにな

る前に介入ができ〉，〈担当保健師と話す中で，母親

の不安が解消される〉ことや〈困ったことがあれば

母親から早めに連絡が入るようになった〉ことを経

験し，このような〈通常ケースへの丁寧な関わりが

虐待予防につながる〉ことを実感しており，【早期

からの継続的な予防的介入】の効果を認識していた

（表 4）。

他方，継続支援により保健師は【児の成長や育児

スキルの上達への喜びを母親と共感】ができるよう
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表 担当保健師による継続支援システム導入後の保健師の母子保健活動に対する認識（その 3)

カテゴリー サブカテゴリー コ ー ド

児の成長や育児

スキルの上達へ

の喜びを母親と

共感

児の成長を実感できる

「こんな大きくなったんだね」と児の成長を感じる

赤ちゃん訪問に行ったお宅の 7 か月児相談も対応することで，児の成長

はすごいと感じる

継続して関わることで，

児の成長や育児の上達を

母親と喜び合える

「こんなに成長した」と，保健師と家族が一緒に（児の成長を）喜び合

えている

母親も育児が上手になってたりすると嬉しい

保健師としての

喜びとやりがい

保健師らしい仕事が増え

た

本当に保健師らしい仕事が増えた

児童虐待予防をしたくて保健師になりたかったので，やりがいがすごく

アップした

対象者から頼られ，楽し

みながら仕事ができる

（対象者に）頼ってもらえることが増え，楽しく，仕事に対する気持ち

が変わった

児の成長を一緒に喜べることで保健師としても一人の人間としても前よ

り仕事を楽しんでできる

保健師を名前でちゃんと覚えてくれて，自分のところにわざわざ来てく

れ，すごくやりがいになる

市民との距離が近づき，わかり合えるような中で働けるのは確かに楽しい

気持ちを入れて仕事がで

きることで，やりがいを

感じる

気持ちを入れて仕事できることでやりがいを感じている

（入職）1, 2 年目はまったくわからない時期だというが，やりがいを感

じている

担当保健師が対象者に積極的にアプローチできることは楽しく，保健師

としてやりがいを感じる

母親から声をかけてもらい，自分の気持ち的にもモチベーションにつな

がっている

対象者を身近に感じるよ

うになり，やりがいを感

じる

自分の中で，本当に児に対して「お誕生おめでとう」と以前よりも思っ

て仕事している

（担当の人が出産すると）「知り合いが出産した，かわいい，良かったね」

とまるで親戚のおばさんみたいに感じる

保健センターに自分の担当が計測にくると「測りに来てくれたの」と関

われ，やりがいを感じる

対象者への直接

的な支援の増加

による忙しさ

席にいる時間が少なく

なったことで忙しくなっ

た

嬉しい悲鳴だが，継続的に関わる母親が増えて席にいる時間が少なくな

り忙しくなった

スケジュール的につまってしまうところが出てきた印象は，以前よりある

電話，訪問，面談の増加

とそれに伴う事務処理が

増えた

保健師の仕事のひとつだが，後の処理や前準備の時間があり忙しくなった

今まで以上に電話や家族訪問で，個別に面談することが増え，事業の事

務処理や記録も増えた

保健師（専門職）

としてのスキル

アップ

母親の求めに応えられる

ようにスキルを上げたい

保健師としてもっと成長しないと，対象者から求められる専門職として

の回答ができないと感じる

保健師としてのスキルをあげる必要性を感じ，勉強を始めた
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になっていた。さらに，本システムの導入後は，

〈対象者から頼られ，楽しみながら仕事ができる〉

ようになり，【保健師としての喜びとやりがい】を

感じながら活動していた。一方，担当の家族への支

援のため，〈電話，訪問，面談の増加とそれに伴う

事務処理が増えた〉というように，【対象者への直

接的な支援の増加による忙しさ】を実感していた。

しかしながら，〈母親の求めに応えられるようにス

キルを上げたい〉と【保健師（専門職）としてのス

キルアップ】の必要性も強く感じるようになってい

た（表 5）。

 考 察

本研究結果から，担当保健師による継続支援シス
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テムを導入する前から，保健師はハイリスクケース

を中心とした継続的な関わりを行い，対象者のリス

クに注力しながら活動していた。しかしながら，ハ

イリスクケース以外の子どもをもつ家族に対しては

それぞれの保健事業ごとの点での関わりであるた

め，対象者の状況が見えづらく，対象者にどのよう

に関わればよいかと悩みつつも，実際はその場しの

ぎの対応にならざるをえない状況であったことが示

されていた。このような状況で，保健師は，ハイリ

スクケース以外の対象者に対しては積極的に介入す

ることに躊躇していた。一方，母親も保健師と初対

面のため緊張して健診に来ていることが本研究のな

かで語られていた。

Paavilainen ら22)は，よりよい支援を実施するた

めには保健師とクライアント相互の信頼関係が重要

であることを指摘している。保健事業ごとの点での

かかわりだけでは保健師と対象者との信頼関係を構

築することが難しく，その結果ハイリスクケース以

外の対象者には積極的に介入することに躊躇してい

たと推察される。フィンランドのようなシステムを

有しないアメリカの保健師活動に関する研究におい

ても，保健師が積極的に家族を支援することにプ

レッシャーを感じていることが報告されており23)，

本研究結果と類似していた。なお，日本のほとんど

の自治体は地区担当制と業務分担制を併用した重層

型で活動している。自治体の規模により，保健師 1

人あたりの人口規模や出生数にも大きな差があり，

1 人の保健師が担当する子どもをもつ家族の数が多

い場合，担当地区のすべての家族に対応する時間的

な限界が生じるため，一律の方向性を示すことは難

しい。しかしながら，小さい自治体においては保健

師が担当する地区の子どもをもつすべての家族に対

してそれぞれの保健事業提供時に地区担当保健師が

面談などを含めて対応できるようなシステムづくり

をすれば継続支援は可能となると考えられ，今後地

区担当制と保健事業を連動させた取り組みがなされ

ることも期待される。

他方，本研究結果における担当保健師による継続

支援システムの導入後は，担当保健師としてハイリ

スクケース以外の家族に対しても家庭訪問や電話相

談など積極的に関わるようになっており，日本にお

いても担当保健師による継続支援は，Tuominen ら

の研究結果10～13)と同様，保健師に家庭訪問など積

極的な支援を促進する効果があると言える。また，

このような保健師の積極的支援は，対象者との信頼

関係が構築された上で，促進されることも指摘され

ている22)。本研究においても，保健師は自分のケー

スという自覚があるからこそ積極的に対応し，継続

支援をしているからこそ対象者の些細な変化にも気

づくようになり，かつ信頼関係の構築とともに，対

象者の変化に応じた対応ができるようになっていた。

加えて，本研究結果から，本システムを導入後，

保健師は，これまでアプローチができていなかった

母親を早い段階で継続支援でき，担当保健師と話す

中で，母親の不安が解消されることや困ったことが

あれば母親から早めに連絡が入るようになることを

経験し，ハイリスクになる前に介入ができていると

認識していた。フィンランドの保健師活動に関する

研究においても，担当保健師による継続支援が子ど

もをもつ家族の日常生活や子育てで生じる課題を家

族とともに早い段階で効果的に解決できていること

が報告されている24～26)。このように，地域に在住

する就学前のすべての家族への担当保健師による継

続支援は，早期からの予防的介入を促進する可能性

が高いと言える。

さらに，保健師は，就学前のすべての家族を担当

保健師が継続支援することで，児の成長や育児スキ

ルの上達を母親とともに喜び合えるようになってい

た。また，本システムの導入後は，保健師らしい仕

事が増え，対象者から頼られ楽しみながら仕事がで

き，かつ気持ちを入れて仕事ができるようになり，

結果として保健師としての喜びややりがいを感じな

がら活動していた。このような児の成長や育児スキ

ルの上達への喜びの共感は，本システムの導入前に

は抽出できなかった要素である。すべての家族への

継続支援を実施しているフィンランドの保健師活動

においても，家族から信頼され，よりよい関係の構

築により，保健師は仕事への成功体験を感じること

が指摘されており22)，本研究結果とも類似していた。

ところで，保健師は継続支援により，対象者への

直接的支援のための記録に要する事務処理が増えた

ことで忙しくなったことを感じていた。このような

状況にもかかわらず，保健師は専門職としてのスキ

ルアップの必要性も強く感じるようになっていた。

我が国のこれまでの中堅保健師の活動に関する調査

では，求められる能力を認識しつつも，業務に追わ

れ，考える余裕がないことが報告されており27)，本

研究結果とは全く異なる結果であった。このような

相反する結果となった要因として，本研究の研究参

加者は忙しいながらも，家族から頼られ楽しみなが

ら仕事ができることで，保健師活動へのモチベー

ションが上がり，スキルアップの必要性を強く感じ

るようになったものと推察される。

本研究の限界として，1 つの自治体における研究

結果であるため，他の自治体においては異なる結果

となる可能性があることは否めない。また，フォー
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カスグループインタビューによる調査であったた

め，グループ構成によっては，研究参加者の自由な

発言が制限された可能性がある。さらに，これら保

健師の認識の変化を基に，住民がどのように認識し

たのかについて，今後研究の余地がある。しかしな

がら，本自治体の保健師は，継続支援システムを構

築する過程において保健師全員が自由にそれぞれの

意見を発言できる環境が醸成されており，本研究に

おける保健師の発言については真実性21)があるもの

と推察される。また，対象自治体においても，本シ

ステムの導入前は，ハイリスク中心に保健師は活動

を展開しており，システム導入後に保健師の認識に

大きな変化があった。今後，さらに研究を重ね，本

システム導入による住民への影響についても検討し

ていきたい。

 結 語

本研究結果から，担当保健師による継続支援シス

テムを導入する前から，保健師はハイリスクケース

を中心とした継続的な関わりを行い，対象者のリス

クに注力しながら活動していたものの，ハイリスク

ケース以外の対象者に対しては積極的に介入するこ

とに躊躇していた。しかしながら，担当保健師によ

る継続支援システムの導入後，担当保健師としてハ

イリスクケース以外の家族に対しても信頼関係から

生じる対象者の変化に応じた対応ができるようにな

り，対象者の些細な変化にも気づき，担当保健師と

して積極的に関わり，早期からの予防的介入ができ

るようになっていた。さらに，保健師は，児の成長

や育児スキルの上達への喜びを母親とともに喜び，

忙しいながらも，保健師としての喜びややりがいを

感じていた。このように，担当保健師による継続支

援システムは，早期からの予防的介入を促進する可

能性が高く，今後の母子保健制度を再構築するうえ

で，活用に値するシステムであると言える。

本研究実施にあたり，ご協力いただきました島田市健

康づくり課の保健師の皆様方に心から感謝申し上げます。
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Perceptual changes among public health nurses brought on through a newly adopted

system for providing continuous support in the municipality: Modelled at its core on

Finnish practice for maternity and child health clinics (Neuvola)

Yoshie YOKOYAMA, Noriko HATAKEYAMAand Nanami MURAKAMI

Key wordspublic health nurse, continuous support, satisfaction of public health nurses, Neuvola,

reconstruction of the maternal and child health system, preventive interventions

Objectives This study targeted public health nurses in a Japanese municipality that had newly adopted the

core components of the Finnish system to provide continuous support to families with children until

preschool. It sought to analyze changes in their perceptions for activities in maternal and child

health care before and after the adoption.

Methods Relevant data were collected through semi-structured focus group interviews, following an inter-

view guide, conducted from September to October 2020. The study protocol was approved by the

Ethics Committee of Osaka City University in Japan.

Results A total of 12 public health nurses participated. Prior to the adoption of the system modelled on

Finnish practice, these nurses were dedicated to addressing the risks regarding families with children

(especially those at high risk) through continuous engagement. However, they were hesitant to

proactively engage with families at lower risk as non-continuous, one-oŠ engagements resulted in a

patchwork response. After the system was adopted, the nurses became aware of the trust cultivated

with families under their care, which included those at lower risk, that enabled them to respond to

the changing needs ‰exibly. The nurses recognized that they had acquired the capability to notice

the subtle signs of changes, engage more proactively with the families under their care, and deliver

the necessary preventive interventions at an early stage. They also demonstrated joy and satisfaction

derived from the growth of children and mothers under their care, as well as keen awareness of the

need to improve their professional skills, even though they were busy.

Conclusion These ˆndings indicate that the continuous support system modelled on the core components

from Finland enables public health nurses to proactively engage with families at lower risk and

deliver preventive interventions at an early stage. The system also motivated Japanese public health

nurses who found greater pleasure in their work.
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